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総 務 建 設 常 任 委 員 会 記 録 
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  事務局長 荒 井 陽 子 同局次長代理 香 山 叔 彦 

 

１．審査案件 

  議案第５８号 令和６年度摂津市一般会計補正予算（第６号）所管分 

  議案第６４号 摂津市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関 

する条例の一部を改正する条例制定の件 
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（午前９時５９分 開会） 

○三好義治委員長 ただいまから総務建

設常任委員会を開会します。 

 理事者から挨拶を受けます。 

 嶋野市長。 

○嶋野市長 おはようございます。 

 委員の皆様方におかれましては何かと

お忙しい中、総務建設常任委員会をお持ち

いただきまして誠にありがとうございま

す。 

 本日の案件でございますけれども、令和

６年度摂津市一般会計補正予算（第６号）

所管分の審査ほか１件についてでござい

ます。何とぞ慎重審査の上、御可決を賜り

ますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 なお、私はこの場を一旦退席いたします

けれども、待機しておりますのでどうぞよ

ろしくお願いいたします。 

○三好義治委員長 挨拶が終わりました。 

 本日の委員会記録署名委員は南野委員

を指名します。 

 審査の順序につきましては、お手元に配

付しています案のとおり行うことに異議

ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○三好義治委員長 異議なしと認め、その

ように決定します。 

 暫時休憩します。 

（午前１０時   休憩） 

（午前１０時１分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 議案第５８号所管分の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。 

 塚本委員。 

○塚本崇委員 おはようございます。 

 それでは、私から補正予算に関して１点

だけお聞きします。 

 地方交付税の臨時財政対策債について

です。補正予算書２ページ、歳入のところ

で地方交付税６億８０６万９，０００円が

交付されると認識しております。 

 ただ、補正予算書１９ページ、当該年度

中元金償還見込額の臨時財政対策債を見

ると、７億３２７万１，０００円で、約９，

５００万円の差が生まれています。そもそ

も臨時財政対策債自体は地方交付税で措

置されるとの認識でおります。ただ、ここ

に差が生まれるということは、市の負担分

が一定発生しているのではないかと思い

ます。そこについて利率等で説明いただけ

るのであれば、御説明ください。よろしく

お願いします。 

○三好義治委員長 妹尾副理事。 

○妹尾総務部副理事 それでは、御質問に

御答弁申し上げます。 

 まず臨時財政対策債の減額部分につい

てと、地方交付税の部分でございます。 

 地方交付税と臨時財政対策債につきま

しては、どちらも地方の財源不足を補うも

のとして、地方財政計画の中で考えられて

いるものでございます。 

 地方交付税につきましては地方団体の

基準的な支出である基準財政需要額と地

方団体の基準的な収入である基準財政収

入額との差で財源不足が生じた場合、その

額を交付基準額として普通交付税が算定

されているものでございます。 

 令和６年度につきまして、摂津市の普通

交付税の交付額の決定は４億８０６万９，

０００円となっております。 

 項の地方交付税の部分でいいますと、こ

の普通交付税の部分と、もう一つ特別交付

税がございます。そちらの算定はもう少し

後になってくるものでございまして、それ

を合わせますと６億８０６万９，０００円
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の予算を計上しておるところでございま

す。 

 そもそもこの臨時財政対策債は、地方の

財源不足対策としてありますが、残りの財

源を調整するところにつきまして、財源対

策債等の増発等を除いてもまだ足りない

ところは、国と地方が折半して補てんする

こととなっております。国負担分について

は国の一般会計からの加算によって、地方

負担分については臨時財政対策債により

補填措置を講じることになっております。 

 また、借りても借りなくても臨時財政対

策債の元利償還金相当額につきましては、

その全額を地方交付税の基準財政需要額

に算入することになっておりまして、地方

団体の財政運営に支障が生じることがな

いようにと考えられているものでござい

ます。 

 令和６年度につきましては、摂津市の財

源不足額の部分で算出したところ、臨時財

政対策債につきましては２，２２６万円の

発行可能額が算出されたものです。これに

つきましては国が減額をしたというより

は、全体の地方財源不足、つまり各市町村

が算出しました財源不足額に従って決定

されておりますので、想定額が違う部分に

つきまして補正させていただくところで

ございます。 

 以上です。 

○三好義治委員長 塚本委員。 

○塚本崇委員 御説明ありがとうござい

ます。その手法というか、その制度につい

ては趣旨を理解いたしました。 

 やはり今後も徐々に減ってくるとはい

え臨時財政対策債自体はまだ５８億円ほ

ど残る予定になっておりますので、今後、

財政負担としてある程度は圧迫してくる

部分が出てくるのではないかという懸念

もあります。これについては推移を見て、

また追って質問していきたいと思います。

またよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○三好義治委員長 南野委員。 

○南野直司委員 おはようございます。私

からも１点だけお聞きします。 

 補正予算書の１０ページ、１１ページに

なります。今回の補正で国の補助金のデジ

タル田園都市国家構想交付金４５１万１，

０００円、そして大阪府からの補助金で大

阪府スマートシティ戦略推進補助金２２

５万５，０００円についてです。 

 今まで多大な時間と費用をかけており

ました漏水調査について、人工衛星のＡＩ

解析で漏水箇所を抽出して、そして音調を

受信することで効果的に漏水箇所を発見

できる。 

 今まで市内全域で、約５年間で調査して

いたのが、このＡＩ技術で１年あるいは２

年で調査できる。すごく費用対効果がある

もので、このような補助金を獲得していた

だいたのは、大きく評価するところであり

ます。こういった補助金をどうやって獲得

していくかという部分で、情報政策課が中

心となって、各課にこんな補助金があるよ

とか、あるいは各課からこんな補助金はな

いですかという連携があったものかと思

いますが、その辺りをお聞かせください。 

○三好義治委員長 大西課長。 

○大西情報政策課長 今回の交付金、補助

金について、まず手続の流れについてお話

をさせていただきます。今年度に関しまし

ては年度当初に国と大阪府からデジタル

技術を活用した先進事業に対する交付金

及び補助金の案内がありまして、そこから

情報政策課で全課に該当するような事業

がないかと照会を行いました。その結果、
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委員からも御紹介いただきました事業に

ついて、上下水道部から活用したい旨の回

答がございましたので、情報政策課で交付

金及び補助金の申請を行い、今年度の８月

に採択いただけたという流れになってお

ります。 

 今後につきましても、こういった補助金、

交付金の案内が国、大阪府から情報政策課

にまいりますので、積極的に各課と連携し

て活用していくようにしていきたいと考

えております。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 南野委員。 

○南野直司委員 課長から各課と積極的

に連携していきますとの御答弁をいただ

きました。 

 岸和田市などは、今後、スマートシティ

構想による都市機能の強化、自動運転車両

による実証運行、あるいは河内長野市は生

体認証を活用したデジタル乗車券サービ

ス実装事業、あるいは隣の吹田市はＡＩ自

動音声ガイダンスという書かない、待たな

い、来なくてもよい窓口の実現のため、大

阪府スマートシティ戦略推進補助金を活

用して新たに様々な施策の展開をされて

いるそうです。どうかアンテナを張ってい

ただいて、常日頃からどういう新たな施策

が展開できるか、市民の方のニーズを形と

して実現できるかという部分をしっかり

各課の皆さんと連携を取っていただいて、

進めていただけるようにお願いして質問

を終わります。 

 以上です。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 一つは今回の補正予算組

みの特徴といいますか、そちらを確認した

いと思います。 

 今、議論になった普通交付税が、当初は

９億４，０００万円の普通交付税に対して

今回は約５億３，０００万円の減額となり

ました。 

 １年間の中で最終的にはどうなるか、特

別交付税も含めて分かりませんけれども、

なぜそうなったのかも説明いただきたい

のと、もう一つは繰越金が今回は５億９，

８００万円ほど補正予算に組まれていま

す。 

 令和５年度は決算で５億９，８００万円

ほど繰越金があって、その半分を財政調整

基金に積立てをするとか、財政調整基金繰

入金として２億１，６００万円ほど補正を

組んでおります。そういう予算組全体とし

てこの地方交付税がなぜそうなったのか

も含めて、予算組全体の特徴について、教

えてください。 

 もう一つは、今回は第３回定例会であり

ますけれども、改めて基金残高の見通しに

ついて、今年度も半年が過ぎましたので確

認しておきます。 

 令和５年度決算では約１５１億円、これ

は土地開発基金の千里丘駅西口再開発に

要している約１５億円を含んでの主要基

金の残高であります。それが今回は今申し

上げた補正予算の流れがありますけれど

も、中期財政見通しではこれを足しますと

１３０億円ほどの残高で中期財政見通し

が出てくるわけです。 

 令和５年度は先ほど申し上げたように、

土地開発基金の約２５億円を含めて約１

５１億円の基金残高になります。その辺が

現時点でどうなのかということと、今年度

も半年が過ぎましたので、令和６年度全体

のこの残高見通しについて、２点目として

お尋ねしておきます。 

○三好義治委員長 妹尾副理事。 

○妹尾総務部副理事 それでは、御質問に
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御答弁申し上げます。 

 まず、今回の一般会計補正予算（第６号）

の全体の特徴でございます。 

 今回の補正予算につきましては、全体で

３億３，１６２万６，０００円の追加を行

うものでございます。 

 内容といたしましては、先ほどおっしゃ

られました普通交付税の算定結果の確定

が行われたことによりまして、普通交付税

の減額、臨時財政対策債の減額と、前年度

の繰越金、それに伴う歳出では財政調整基

金への積立てを計上しております。 

 また、標準準拠システムの改修等に係る

国の補助金、先ほど南野委員の質問でもご

ざいました水道事業の関係の特定財源を

一般会計で受けて、水道事業会計に繰り出

しをするための繰出金を計上しておりま

して、現時点で必要な補正の予算を計上さ

せていただいたということになります。 

 それで普通交付税の減額ですが、当初予

算に比べての減額の理由といたしまして

は、主な要因としましては、当初予算では

地方財政対策で地方交付税の総額といた

しまして、総務省では１．７％の増額が見

込まれております。 

 本市におきましても全体の計画の中で

昨年度、令和５年度当初の普通交付税の額

に前年度の１．７％の増額を見込んでおり

ました。しかしながら、具体的に普通交付

税の算定をしましたところ、基準財政需要

額で公債費という項目がございまして、そ

の中の公害防止債において、下水道事業の

資本費平準化債を発行し算入される元利

償還金の額が減少したことによりまして、

基準財政需要額が減少になったというこ

とがございます。 

 一方、基準財政収入額におきましては市

税の基準税額が前の年よりも増加したと

算定で出てまいりました。その収入が伸び

て基準財政需要額が減った、この差が大き

くなってまいりましたので、そのところで

交付される基準額の金額が減額となった

ところでございます。 

 もう一点が基金の見込みでございます。

令和５年度末現在高で申し上げますと、財

政調整基金と公共施設整備基金の主要基

金につきましては、約１２５億円の残高と

なってございます。 

 それで、今回は令和６年度の補正予算

（第６号）後の令和６年度末現在高見込み

といたしましては、この二つの主要基金を

合わせますと約９１億円となってござい

ます。 

 それで基金全体で申し上げますと、その

ほかの特定目的基金等も併せて申し上げ

ますと、令和５年度末の現在高につきまし

ては約１４８億円で、令和６年度末現在高

の見込みといたしましては約１１４億円

となっております。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 普通交付税の減額につい

てはいろんな理由があろうかと思います。

当初の時点で地方財政計画に沿って１．

７％という目安を基に計算されて、普通交

付税９億４，０００万円と特別交付税２億

円で、合計１１億４，０００万円の交付税

として当初予算を組んだ、そういうことだ

と思います。その大きな特徴は下水道の資

本費平準化債を何ぼ組んだかは分かりま

せんけれども、その分が大分減額になった

ことで、この基準財政収入額と需要額の関

係でそういう予算組みがなされたと思い

ます。ただ、その当初予算から半年が過ぎ

て、これだけの減額になるという背景が、

僕らはどう理解したらいいのかと思って
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います。 

 単純に自治体側として算定そのものの

見通しが甘かったのか、地方交付税を組む

ときに当初はいろんな議論をされて普通

交付税を予算計上すると思います。その辺

の組み方そのものがどうであったのかと

いうことも捉えていく必要があると思い

ます。一般的に年度途中にそれだけの減額

になることはほとんどないわけです。ちな

みにこの間の交付税の流れを言いますと、

３年前の令和３年度決算で、交付税が約１

０億７，０００万円。令和４年度は約１４

億４，０００万円で、この間はずっと併せ

て１０億円を超える交付税が組まれてき

ております。今回も１１億４，０００万円

を組んで出発したけれども、何でこれだけ

減額になるのかについては、なかなか理解

できません。説明があった中でそれを理解

せよということでいいのかどうかが分か

りませんので、もう少し国全体の地方財政

計画上の交付税に対する考え方とかも含

めて、摂津市としての組み方の問題につい

て少し言及されて御答弁をいただければ

と思います。 

 それと繰越金についてであります。約５

億９，８００万円の決算上の繰越金が出た

ということです。その半分を財政調整基金

に積むことで、それがよかったとしており

ますけれども、この決算に対する繰越金の

残りについて、繰越金に対する考え方も含

めて、教えてください。 

 それと、基金の見通しであります。なか

なか数字が分からないところがあります。

これは中期財政見通しを見ますと、令和６

年度歳入歳出の差引きが１２億５，０００

万円の赤字となっています。結果、見通し

として、令和６年度の基金残高は約１１４

億円と。これに土地開発基金から１５億円

ほどを千里丘駅西口の再開発に流用して

おり、これは戻ってきますから、足します

と単純に１３０億円ほどになります。 

 そういう中期財政見通しの金額に対し

て、今年度は半年が過ぎましたけれども、

これはどうなのかを分かりやすく説明く

ださい。 

 以上です。 

○三好義治委員長 野口委員、繰越金の決

算の関連は監査委員の立場もあるので、自

粛してください。これを除くあと２点につ

いての質問は許可しますので、そこは答弁

してください。 

 妹尾副理事。 

○妹尾総務部副理事 それでは２回目の

質問にお答えいたします。 

 普通交付税につきまして、当初予算と比

べてかなり減額が出ているということと、

今後の普通交付税の考え方というところ

でございます。 

 下水道事業の資本費平準化債を発行し

たことによって基準財政需用費が減って

いる部分につきまして、当初予算のときに

どれほど見込めていたかという御質問か

と思っております。 

 普通交付税を算定しますときに、地方財

政計画等を参考にというところが大きく

ありまして、また資本費平準化債を発行し

たことにより基準財政需用額の減額も確

かにございます。今回、普通交付税につき

ましては新たな算定項目を令和６年度に

始まる子ども・子育て費の創設であったり、

給与費改定があった会計年度任用職員へ

の勤勉手当に係る対応、また自治体施設の

光熱費、施設管理等の委託費の増加の対応

のため、単位費用を引き上げる措置も取る

予定というのが地方財政計画、地方財政対

策のところに出ております。その引上げと
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なる部分に基準財政需要額の増も一部で

見込まれることがございましたので、その

辺りのところの見通しが甘かったと言わ

れればそうなるかも分かりませんけれど

も、減る部分と増える部分が例えばどの程

度かということが、まだまだ見通せていな

かったところがございました。 

 結果としては基準財政需要額が減って

しまったので、来年度の予算編成に向けて、

その辺りはもう少し費目のところを押さ

えながら、また基準財政収入額の地方税の

伸びといったところをもう少し見ていき

ながら、普通交付税の算定を出していかな

いといけないとは考えておるところでご

ざいます。 

 それでもう一点、先ほど中期財政見通し

の基金残高のお話と、今回の補正予算後の

令和６年度末の現在高見込みの差異でご

ざいました。 

 中期財政見通しの場合は令和６年度の

決算見込みで、決算額は歳出もある程度の

減額となることを見込んだ中での主要基

金の残高を示しております。先ほど申し上

げました補正予算後は、あくまでも予算ベ

ースでの現在高見込みになりますので、そ

の辺りのところは少し差異が出てくると

ころはございます。 

 以上です。 

○三好義治委員長 野口委員。 

○野口博委員 最後にします。自治体側と

しての見通しの問題についても少しお話

がありました。併せて国全体の地方財政計

画上の交付税に対する考え方に、変化があ

ったのかも御答弁ください。 

 というのは、国から地方自治体側の財政

状況を見たときに、財源調整するところを

少なくすることになっているのではない

かと思っています。今年度も半年が過ぎま

したけれども、特別交付税の２億円につい

ての見通しを含めて、この二つの問題を説

明いただければと思います。 

 以上です。 

○三好義治委員長 妹尾副理事。 

○妹尾総務部副理事 それでは、３回目の

御質問に御答弁申し上げます。 

 国の地方財政計画、地方財政対策で普通

交付税につきまして、国の交付税に対する

法定率の部分に係る変更は特にございま

せん。その辺りのところを見ていけば、国

が地方交付税を減らす形で推移している

わけではないと考えております。 

 ただ、地方財政全体で物価高騰等、それ

から国の施策に対応していかないといけ

ない。それに必要なものが基準財政需要額

として見込まれていく、先ほど申し上げま

した子育ての政策の創設など、そういうこ

とも見ながら交付税の額が全体像として

は決まっているところかと思っておりま

す。 

 それと先ほど申し上げました、それでも

なお財源不足が生じる部分につきまして

は、臨時財政対策債等のお話も出てきます

が、国としては地方の財源不足が抑えられ

るようにというところは考えていると受

け取ってはおるところでございます。 

 以上です。 

○三好義治委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 では１点だけ聞かせてい

ただきます。 

 １０ページ、１１ページの国庫補助金の

デジタル基盤改革支援補助金についてお

聞きします。 

 この間、地方公共団体の情報処理ですが、

基幹２０業務について国が定める標準シ

ステムに移行させた中の一環で生活支援

課、高齢介護課、障害福祉課の分野に係る
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標準化に向けての補助金という認識をし

ております。 

 それで既に情報政策課としては保健福

祉の分野でも進められてきて、令和７年度

末までを目標に進められているとの御説

明を聞いてまいりました。 

 この標準化については、私どももいろい

ろ問題点を指摘しながら来てはおります

けれども、現場での業務に支障がないよう

に、もしくは自治体としての独自性が奪わ

れないようにということを申し上げてま

いりました。今回、個々の内容については

所管が違うので聞くことはできないかと

思っておりますが、この補助金について、

先ほどもデジタル分野で南野委員からも

ありましたように、情報政策課でつかんで

いる情報が原課にどのように伝わってい

くのか、伝えられているのかです。 

 それからそのベンダーと原課との間で

の調整は、情報政策課でどのぐらいを比重

としてやっておられるのかについて、１点

お聞かせください。 

○三好義治委員長 大西課長。 

○大西情報政策課長 まず今年度初めに、

標準化システムに関わる各課と情報政策

課、各種ベンダーの３者による標準化作業

部会をつくらせていただいております。 

 その中で、標準化に向けてシステムの仕

様が変わってまいりますので、そこの差異

について原課を含めて議論をしていると

ころでございます。 

 現在までは各分野、例えば今回上げてい

ます福祉の分野につきましては、今まで全

４回ぐらいを既に議論させていただいて

いるところでございます。 

 お問いにありました補助金についての

申請なども、情報政策課から原課にお話を

させていただいています。 

 補助金の申請をする前に、見積り等もあ

りますので、そこに関しましては情報政策

課とベンダーで共有をしている流れにな

っているものでございます。 

 今後につきましても福祉以外の分野、先

ほどご紹介いただきました税や、６月議会

で上げさせていただいています保健福祉

関係も含めて、この標準化作業部会を続け

ながら、標準化の課題等に関して議論をし

てまいります。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 ありがとうございます。標

準化部会がそれぞれの分野ごとで行われ

ているという御説明をいただきました。 

 それぞれの分野で標準化のシステムに

乗らない、もしくは個々の選択については、

個々の部署ごとにシステムを組むという

のか、それぞれの分野でＩＴを駆使してや

っておられるというようなお話もお伺い

していました。この標準化部会の中で原課

でやりたいこと、もしくは市民の皆さん、

もしくは議会からの要請に応えられない

かというような、システムを組む上で標準

化とそごが生じるような場面はあったん

でしょうか。 

 もしくは標準化のシステムの中で現行

の業務はほぼ網羅できていると、今後につ

いてもあまり支障なく標準化に移行でき

る、業務の内容としていけるのかどうなの

か、そういった議論があったのかどうか、

その点をお聞かせください。 

○三好義治委員長 大西課長。 

○大西情報政策課長 今の業務について

は、標準化になった後も、市民が来ていた

だいた窓口の手続においては、特に今と変

わりはないという確認が取れているとこ

ろでございます。 
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 ただ、よく言われますバックヤードの事

務処理の流れについては少し変更せざる

を得ない部分も出てきているという現状

でございます。 

 また、以前にもお問いいただきました摂

津市独自で行っている施策についても、こ

の標準化に伴いまして何か制度が廃止に

なるとか見直すようなことはございませ

んので、今までどおりと考えているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 ありがとうございます。独

自の施策であったり、市独自で市民サービ

スの向上への取組として標準化のシステ

ムと関わりのあるような分野、もしくはそ

こにカバーできないような分野があって

も、しっかりと標準化部会の中で、もしく

は各原課で議論していただくようにお願

いしておきます。 

 最後に、先日も御報告をいただいており

ましたが、一定目標が決められている中で、

生活支援課の分野についてベンダーの都

合で少し遅れているというお話がありま

した。 

 ベンダーの都合になれば、人手不足の問

題であったり様々な経済状況の問題等が

あって、それにより摂津市の標準化のスケ

ジュールが遅れていくことも現に起きて

いるわけです。その点について令和７年度

という期限付であることとの関係や、もし

くはその業務がシステムに移行するスケ

ジュール感が遅れることによって、行政事

務とか市民サービスへの影響が起き得る

可能性はあるのかないのか、その辺の注意

はどのようになっているとか、改めて確認

させてください。 

○三好義治委員長 大西課長。 

○大西情報政策課長 まず生活保護のシ

ステムは富士通Ｊａｐａｎから提供をい

ただいております。 

 こちらのベンダーから９月に、令和７年

度末の標準化には間に合わないという御

報告をいただきましたので、今後をどうす

るかを庁内で現在検討しているところで

ございます。 

 お問いの標準化が遅れることによって

市民サービスに影響という部分ですけれ

ども、こちらに関しては全く何も影響がな

いというのがお答えでございます。 

 標準化にならないからといって、現行の

システムが止まるわけでもございません

し、保守が切れるというものでもございま

せん。こちらに関しては例えば生活保護の

窓口に来られた市民の方に何か御不便を

伴うことは一切ないと確認が取れている

ところでございます。 

 今回はベンダーが遅れておりますので、

今後どうなっていくかに関しましては、生

活支援課とも協議はさせていただいてお

り、他ベンダーへの移行も視野に入れなが

ら、総合的に検討していきたいと考えてい

るところでございます。 

 以上でございます。 

○三好義治委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 ありがとうございます。生

活支援課はどの業務も非常に大事な業務

であって、標準化を進める上でいろいろ課

題は指摘しておりますけれども、システム

がうまく回らなければ、バックヤードも含

めて業務に支障を来してしまう。逆に標準

化によって効率を悪化させてしまうこと

になりますので、その点はベンダーと原課

との間に調整に入っていただいて、しっか

りやっていただきたいとお願いしておき

ます。生活支援課に関わっては特に利用者
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への通知等について、非常に分かりにくい

状況になっています。ここでは所管が違う

のでお答えは求めませんけれども、使いや

すい通知等にできるような議論もきちん

とやっていただきたいと思っております。

ここではそういう私の意見として述べて

おくことにとどめておきます。 

 以上です。 

○三好義治委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

 暫時休憩します。 

（午前１０時４０分 休憩） 

（午前１０時４１分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 議案第６４号の審査を行います。 

 本件については補足説明を省略し、質疑

に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 質疑なしと認め、質疑を終わります。 

 暫時休憩します。 

（午前１０時４２分 休憩） 

（午前１０時４３分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

 討論なしと認め、採決します。 

 議案第５８号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○三好義治委員長 全員賛成。 

 よって本件は可決すべきものと決定し

ました。 

 議案第６４号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○三好義治委員長 全員賛成。 

 よって本件は可決すべきものと決定し

ました。 

 これで本委員会を閉会します。 

（午前１０時４４分 閉会） 
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